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Abstract:
In this paper, we analyze the determinants of wage inequality in Chile over the 

period 1970-2003 by estimating the Mincerian wage function taking sample 
selection bias into consideration. We show that the return to secondary education 
tends to decrease rapidly to 5% after 1997 and the return to higher education is 
relatively stable after 1981. Especially in the late 1980s working in agricultural 
sector meant that the wage was higher than that in rndustrial sector. Finally, 
being from a higher socioeconomic origin with all the other attributes the same 
has the possibility to increase the wage during the period. But they have little 
impact on the wage inequality.

1 　背景と目的

チリは1970年以降、開発戦略の大きな変遷を経験してきた。アジェンデ政権
（1970-1973）において大恐慌以降に開始された国家介入的な開発戦略は「国有
化」を始めとした急進的政策によって頂点に達したが、最終的には激しい階級対
立とマクロ経済の不均衡によって崩壊を余儀なくされた。1973年のクーデターに
よって成立したピノチェ政権（1973-1990）は1975年より市場志向の新自由主義
的な開発戦略を急激に導入し、一定の経済安定化には成功したが、特に為替政策
上の誤りから1981年から1982年の債務危機を引き起こした。これを受けて1983年
以降ピノチェ政権は極端な自由放任政策を改め、輸出振興策をはじめとする介入
的な政策を取り入れた「現実的な」新自由主義政策へと転換し1、1980年代後半
以降、果物業、林業、水産業などの非伝統農業輸出が伸長し2、それをリーディ
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ングセクターとする順調な経済成長を達成してきた3。1990年の民政移管によっ
て成立したコンセルタシオン政権4はピノチェ政権後半の「現実的な」新自由主
義政策を継承しつつ、部分的には介入的な政策を強化し特にピノチェ政権下で極
度に悪化した所得分配、貧困を社会政策によって積極的に補正する開発戦略を実
施している。

その結果、チリはラテンアメリカにおいて最も早く市場志向の政策への転換
（いわゆる経済構造改革）とその制度的定着に成功し、順調な経済成長を実現す
ることができた国として賞賛されている。しかし一方でチリは他のラテンアメリ
カ諸国同様、依然として著しく不平等な所得分配の問題を抱えている。家計単位
の再分配前所得で計測したジニ係数で見た場合、アジェンデ政権末期の1973年 6
月は0.44であったが、ピノチェ政権末期の1987年 6 月には0.60まで悪化、コンセ
ルタシオン政権成立後の1994年 6 月に0.49まで改善しているがその後再び1999年
まで悪化傾向で2000年以降やや改善という傾向であり、依然として他のラテンア
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図 1　ジニ係数の変化（1970─2003年）
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図 2　 1時間当たりの賃金の自然対数値の分散の変化（1970－2003年）
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メリカ諸国同様、高い値を示していることには変わりはない5（図 1参照）。また
1 時間当たりの賃金の自然対数値の分散でみた場合もほぼ同様の傾向であり、
1970年から1974年は縮小傾向、1974年から1987年は拡大傾向（ただしジニ係数ほ
ど1980年代の上昇傾向は顕著でない6）、1987年から1994年は縮小傾向、1994年以
降は安定傾向である（図 2参照）。

本稿は以上のような事実を背景として依然として大きな改善のみられないチリ
における所得不平等に関して、賃金に焦点をあてて7、その要因を前述の通り開
発戦略が大きく変遷した1970年から2003年を対象にして分析することを目的とす
る。本稿の目的の特徴は、第 1 に、その具体的手法としては先行研究同様ミンサ
ー型の賃金関数（Micerian wage function）を推定するが、賃金関数を推定する
多くの先行研究が特定の 1 年分のみの推定から考察を行うのに対し、長期間にわ
たって毎年賃金関数の推定を行うことで、賃金不平等要因の長期的な傾向を明ら
かにすることにある。

第 2 に、本稿ではそれにあたり以下の理論的ないし先行研究による分析枠組み
から特に以下の 3 点が賃金不平等に与える影響を検証することにある。第 1 は教
育であり、Psacharopoulos（1994）はクロスカントリーでの実証研究から、経済
発展が進む（ 1 人当たり所得が上昇する）と共に、教育の収益率が低下すること
を示しており、それに関する理論的根拠として Milanovic（2006）は人口全体に
教育が普及し熟練労働者の供給が増加するにつれて、熟練・非熟練労働者間の賃
金格差（skill premium）が縮小するからであるとしている8。これらの分析枠組
みが正しいならば、教育の普及に伴い、教育の収益率は低下し、賃金不平等は縮
小することになる。一般にはラテンアメリカ諸国は特に中等、高等教育を中心に
依然として教育の未普及が指摘されるが、チリにおいては労働力人口における平
均教育年数は1970年には8.12年だったが、2003年には11.59年まで増加し、労働
力人口に占める初等教育修了者の比率（図 3 では ps と表記）は同期間で、
49.7%から88.6%、中等教育修了者の比率（同 ss と表記）は同期間の間で25.2%
から63.3%、高等教育修了者の割合（同 hs と表記）は7.1%から17.6%へと上昇
しており（図 3参照）、中等教育においても教育の顕著な普及が確認される9。ま
た特にコンセルタシオン政権の積極的な教育政策10をも考慮すれば1990年以降は
質を伴った教育の量的拡大も期待される。従って、チリにおいても上記の分析枠
組みが指摘するような教育の普及に伴う教育の収益率の低下による賃金不平等の
縮小がみられるかを検証する。第 2 は農業部門11への就業であり、構造学派の二
重構造論では開発途上国の経済構造は非農業部門と一次産品輸出部門からなる
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「飛び地」（enclave）として形成された近代的部門と、それらから隔絶された伝
統的農業部門からなるとされ12、伝統的農業部門における賃金は生存維持水準で
あり近代的部門より低いとされてきた13。しかし前述した1980年代後半以降伸長
したチリの非伝統農業輸出部門は、従来の一次産品輸出品と比較して加工化、高
付加価値化が進んでいると共に、「飛び地」的な性質が少なく他の生産部門に対
して連関的な効果を持つものであることが指摘されている14。Schurman（2001）
はこの結果、特に1988年から1998年にかけて果物業、林業、水産業などの関連産
業において労働市場がタイト化し、非熟練労働者も含めた賃金と雇用量の上昇が
あったことを指摘している15。これを受けて、非伝統農業輸出の伸長が農業部門
全体における雇用にどのような影響があったか、特に1980年代後半から1990年代
にかけて同部門での就業が製造業部門での就業に比べ賃金を上昇させる効果があ
ったかを検証する。第 3 は出身階層（出自）による差別といった労働者の先天的
な属性による要因であり、Repetto（2005）はチリでは賃金決定において人的資
本だけでなく、社会経済的な出自（origen socioeconómico）が重要な役割を果た
していることを指摘している。これを受けてそのような影響が実際に賃金に対し
てどの程度あるか、またそれが長期的にどのような傾向があるのかを検証する。

2 　先行研究の紹介と検討

本節では本稿に先立つ類似の先行研究を紹介し、前述した本稿の目的に照らし
た問題点を検討する。
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図 3　�労働力人口に占める初等・中等・高等教育修了者の比率の変化�
（1970－2003年）

（グラフ1-3出所：Enquesta de Ocupación y Desocupación en el Gran Santiago より筆者計算）
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チリにおける賃金不平等要因を長期間にわたって分析したものとして Robbins
（1994）と Contreras（2002）があげられる。時期は前者が1957-1992年、後者が
1958-1996年である。主要な結論として前者は貿易自由化（経済構造改革）後の
産業内での高学歴者（熟練労働者）への需要が増加したことが賃金不平等拡大の
主要要因であるとしている。後者は賃金不平等の要因において一貫して教育が最
も重要な説明変数であり、特に高等教育の重要性が高まっているとしている。

以下では上記の先行研究に関する問題点の指摘を行う。第 1 に Robbins
（1994）と Contreras（2002）共に長期間を分析対象にはしているが、必ずしも
欠損年なくすべての変数の効果に関して時系列での変化を分析していない16。第
2 に1990年以降の高等教育の収益率が、Robbins（1994）では低下傾向にある可
能性が言及されているが17、Contreras（2002）では上昇傾向にあるとされてお
り、先行研究間で異なった結果が指摘されている。第 3 に Contreras（2002）で
も、初等、中等、高等教育に分けて教育の収益率を示しているが、必ずしも算出
方法が明らかではない。また賃金が卒業と共に非連続に上昇する可能性に関して
は考慮していない。第 4 に Robbins（1994）と Contreras（2002）は共に賃金不
平等における教育、就業部門以外の労働者の先天的な属性などの要因は考慮して
いない。第 5 に Contreras（2002）では、サンプルを労働時間が週30時間以上の
男性のみに限っているため、次節で述べるようにサンプルセレクションバイアス
が生じていると考えられる。

3 　賃金関数の推定式

本節では標準的なミンサー型賃金関数を簡潔に紹介した上で、第 2 節で指摘し
た先行研究の問題点に対処するための変更点を示し、本稿の賃金関数の推定式が
示される。

標準的なミンサー型賃金関数では、以下の（ 1 ）式のように賃金は教育年数
（ ）、労働市場での経験年数（ ）、その他の賃金に影響を与える観察可能な変
数（ ）および観察不可能な変数によって決定されるとする。

（ 1 ）式  

ここで被説明変数には 1 時間あたりの賃金（   ）の自然対数値が用いられる
ため、ダミー変数を除いて、各説明変数の係数は、当該説明変数 1 単位の変化が
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引き起こす賃金の変化率であり、  の場合は        であるから、教育年

数が 1 年増えた場合の賃金の変化率、即ち教育の収益率（rate of return to 
education）として解釈することが可能である。ただし、説明変数がダミー変数
の場合は、ダミー変数の係数そのものは当該説明変数 1 単位の変化が引き起こす
賃金の変化率を示しておらず注意が必要であり、あるダミー変数の係数を c とす
れば      とすることで同様の解釈が可能である18。

次に本稿では（ 1 ）式に以下のような変更を加えて推定式とする。第 1 に S に
関しては初等、中等、高等教育別に 1 年当たりの収益率が異なり、さらに賃金が
卒業と共に非連続に上昇する（これは sheepskin effect と呼ばれる19）との仮定
のもとで賃金関数を推定するために、Hungeford and Solon（1987）を参考に S

（教育年数）に加えて、dumps（ 8 年以上修了者にダミー変数 1 ）、dumps（S-8）、
dumss（12年以上修了者にダミー変数 1 ）、dumss（S-12）、dumhs（16年以上修了
者にダミー変数 1 20）、dum17（17年以上修了者にダミー変数 1 ）、dum18（18年
以上修了者にダミー変数 1 ）を加えた。

第 2 に Z に関して（ 1 ）式を誘導型と考えて Z に供給要因と需要要因を含め
る必要がある21。Repetto（2005）が指摘したような社会経済的出自による影響
があるかを検証するために、労働供給側の要因における労働者の先天的な特性を
示す変数として、本稿では上位の社会経済的出自にあることを示す代理変数とし
て当該個人の属する世帯の資産所得を用いることにし、top20（世帯単位での資
産所得が最上位 5 %の世帯に属する者にダミー変数 1 ）と top19（次の 5 ％に属
する者にダミー変数 1 ）を含めた。上位の社会経済的出自にあることの代理変数
として資産所得を有することを用いる根拠はチリ（ラテンアメリカ諸国）におい
て植民地以来の大土所有制の結果として、土地（実物資産所得）所有の大小、有
無が社会階層の区分や政治経済的な権力の大小と密接に結びついていると考えら
れるからである22。ただし、そのような代理変数の用い方に問題がないわけでは
なく、Repetto（2005）が指摘している親の所得階層と子供の受ける教育の質が
密接に関連している事実を踏まえれば、資産所得はより直接的に教育年数に表れ
ない教育の質を表していると考えるのが妥当であるとも言える。また、資産所得
が賃金所得を増やすのではなく、賃金所得が資産所得を増やすという逆因果が働
いている可能性は否定できず、内生性バイアスが生じている可能性がある23。

労働供給側の要因における労働者の後天的な能力、および労働需要側の要因を
表す変数に関しては、Contreras（2002）に特に変更を加えることなく従った24。
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前者として、（ 1 ）式と同様に exp（労働市場への潜在的経験年数 = 年齢－教育
年数－ 6 ）、expsq（その二乗）を含めた。後者の労働需要側の要因を表す変数と
しては、産業の特性を示す変数として agriculture（農業部門就業者にダミー変数
1 、以下同じで就業者の割合が最も多い製造業部門への就業者のみダミー変数を
含 め な い。） mining （鉱 業）、 construction （建 設 業）、 commerce （商 業）、
financialserv（金融サービス業）、personalserv（対人サービス業）、communityserv

（地域・社会サービス業）、transport（運輸・通信業）を含めた。雇用主の特性を
表す変数として public（公的部門で雇用されている者にダミー変数 1 ）を含めた。

以上より本稿の賃金関数の推定式（OLS 推定）は以下のようになる。

（ 2 ）式

第 3 に、前節で指摘したサンプルセレクションバイアスの問題に関しては、サ
ンプルの対象を男女両方を含む労働力人口全体とし、賃金労働者となるか否かの
決定を考慮して Heckman の 2 段階推定で対処した25。それは、サンプルセレク
ションバイアスは（ 3 ）式の第 1 式の誤差項と第 2 式の誤差項の相関が高い場合、
また賃金労働者とならないために説明変数は観測されるが被説明変数が観測され
な い（censored さ れ る）サ ン プ ル が 多 い 場 合 に 大 き く な る が 26、実 際 に
censored されているサンプルの割合は約10%から30%あり、無視できるものでは
ないと考えるからである。また賃金労働者となるか否かを決定する（ 3 ）式の第
2 式の説明変数には前述の標準的なミンサー型賃金関数が用いる S、exp、expsq
に加え、asset（当該個人の属する世帯の資産所得）を用いた。その根拠は資産所
得を有することにより賃金労働者となる機会費用が高くなり、賃金労働者にはな
らなくなる可能性を考慮に入れた推定が出来ると考えるからである。

以上より本稿の賃金関数の推定式（Heckman の 2 段階推定）は以下のように
なる27。
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（ 3 ）式

ここで   は（被説明変数が）観測されないサンプルも含めた被説明変数の値
である。本稿では以上の 2 つの賃金関数を欠損年なく34年間分すべて推定した。

4 　データの説明

本節では本稿が用いるデータの特徴を説明し、それがここまで述べてきた本稿
の目的や手法に適合的であるかを検討する。

本稿は第 2 節で紹介した先行研究 Robbins（1994）と Contreras（2002）と同
じく Enquesta de Ocupación y Desocupación en el Gran Santiago をデータとして
用いる。この家計個票調査（以下この調査と表記）はチリ大学経済学部によって
首都州を構成する大サンチャゴ圏のみを対象地域として各年層別抽出される28。

この調査のデータを用いることの最大の問題点は上記の通り対象地域が首都州
のみであることであり、チリ全体を代表しているかというサンプルの代表性の問
題があることである。首都州の人口はチリの人口の相当の割合を占めているが29、
上記第 3 節で示した賃金関数の変数のうち、チリ全体の状況を最も反映していな
いのが、産業部門別の就業者の比率であり、特に農業部門である30。このことの
問題は単にサンプル数が少ないということだけでなく、「非伝統農業輸出の伸長
が農業部門全体における雇用にどのような影響があったかを検証する」という本
稿の目的を困難にしている。というのは首都州が前述した非伝統農業輸出品のう
ち果物生産地域である第Ⅳ州に近接、第Ⅵ州に隣接しているという地理的な位置
関係から、この調査の農業部門就業者は果物関連産業に就業している可能性はあ
るが、労働力移動などの情報がないためこのデータから断定することはできな
い31。また仮にそうであるとすればこのデータはチリにおける同部門就業者全体
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を代表しているとはいえないことになるからである32。
次にデータが長期間であることに伴う問題があげられる。Goldberg and 

Pavcnic（2007: 45-46）は一般的に高所得者ほど、所得の伸びが大きい可能性が
あるため、年次が進むごとに、所得が観測される上限以上のサンプル数が大きく
なる可能性を指摘している。この問題はこの調査にもあてはまり、所得が観測さ
れる上限以上であるため「情報なし、無回答」と表示され、脱落してしまうサン
プルの割合は1970年では2.38%であったのが、特に1990年代に上昇傾向にあり、
1994年には15.84%にもなっている33。

その他に関しては同様にサンプルの代表性やデータが長期間であることに伴う
問題はあるが、この調査のデータの特徴そのものは前述してきた本稿の目的や手
法に適合的であると判断した34。なおこの調査のデータが、前述の変数に関して
1 つでも「情報なし、無回答」および「分類不能」とされているサンプルはすべ
て対象から除外した。

5 　推定結果

本節では、第 3 節で示した賃金関数の 2 つの方法での推定結果に関して、特に
第 1 節で述べた 3 点に関する推定結果を述べ、それに関して開発戦略の変遷およ
びそれに伴う経済状況の変化に基づく考察を行う。推定結果は表 1の通りとなっ
た。OLS 推定と Heckman の 2 段階推定では一部の変数の有意性を除き、大きな
差異はなかったが、asset の係数は概ね有意にマイナスであり、教育や経験年数
をコントロールすれば、資産所得があると賃金労働者とはならなくなる傾向があ
ることが確かに示された（表 1参照）。

第 1 に教育の収益率に関しては、初等教育の収益率（図 4では return ps と表
記）は変動はあるものの 5 %前後でやや低下傾向、係数の有意性も低下傾向とな
った。次に中等教育の収益率（同 return ss と表記）は1975年から1981年まで明
確な上昇傾向（約10%から約20%へ）、1981年から1983年まで低下傾向（約20%か
ら約10%へ）、1984年から1997年まで変動はあるものの安定傾向、1997年以降明
確な低下傾向（約20%から約 5 %へ）となった。最後に高等教育の収益率（同
return hs と表記）は1970年から73年にかけて低下傾向、1975年から1981年まで
変動はあるもの上昇傾向（約10%から約25%へ）、その後変動が大きいが概ね20%
台前半で安定傾向、ただし1981年から1983年までは中等教育同様低下傾向（約
25%から15%へ）となった（図 4参照35）。これらの結果から、チリにおいては中
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等教育の収益率に関しては教育の普及に伴う低下傾向があることが示され36、
Robbins（1994）では低下傾向、Contreras（2002）は上昇傾向にあるとされた
1990年以降の高等教育の収益率に関しては変動が大きいものの安定傾向であるこ
とが示された。また1982から1983年のような経済危機時に中等、高等教育の収益
率が著しく低下することが示された。なお sheepskin effect はチリでは弱いとい
う結果になった。初等教育は概ねプラスであるが、高等教育は両推定法共に 5 %
水準ではいずれの年も有意にプラスにならず、さらに一部の年で有意にマイナス
となった37（表 1参照）。

第 2 に農業部門就業に関しては、その係数は1977年から1978年、1986年から
1991年（1989年を除く）まで両推定共に 5 %水準で有意にプラスであり、大きさ
も上昇傾向となった（表 1参照）。このことは第 1 節で示した想定を実証するも
のであり特筆するべきことであるが、サンプルが少ないため変動が大きく異常値
との識別が不可能であり、第 4 節で述べた理由より非伝統農業輸出の効果である
かをこの結果からだけで断定することはできない。また第 3 節で示した方法で同
部門に就業することによる賃金の変化率に変換すれば主に 5 %から60%の間で推
移（図 5参照）しており、全体として同部門就業に賃金を上昇させる効果がある
ことになるが、これはやはり第 4 節で述べた通り、このデータがチリにおける同
部門就業者全体を代表していないためである可能性を否定できない。

第 3 に資産所得が最上位の次の 5 ％の世帯に属することに関しては、その係数
は概ね有意ではなかったが、最上位 5 %の世帯に属することに関しては、その係
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図 4　初等・中等・高等教育の収益率の変化
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数はほぼ有意にプラスとなった（表 1参照）。また変動は大きいが、少なくとも
減少傾向にはなく同様の方法で賃金の変化率に変換すれば主に10%から40%の間
で推移していることになった（図 6参照）。この結果から、資産所得が最上位
5 %の世帯に属することは（20分位で分けた）第18分位以下の世帯に属すること
に比べて、開発戦略や経済状況とは必ずしも関係なく賃金を上昇させる効果があ
り、年によっては高等教育の収益率を上回るほどであることが示された。

図 5　農業部門就業による賃金の変化率の推移
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図 6　�資産所得の最上位 5 %の世帯に属することによる賃金の変化率の推移
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（グラフ4-6すべて1970-2003年、出所：筆者計算）
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表 1　賃金関数の推定結果（OLS 推定、Heckman の 2 段階推定の順で表記 出所：筆者計算）
*** は 1 %水準で有意、** は 5 %水準で有意、* は10%水準で有意であることをそれぞれ示す。ただし、産業ダミ
ーに関しては紙面の都合上、agriculture のみ掲載する。
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6 　結論

以上から本稿は先行研究と異なるないし新たな結果として、第 1 に中等教育の
収益率が1997年以降急速に低下傾向であること、また高等教育の収益率も1981年
以降変動はあるものの安定傾向にあることを示した。このことから、1975年以降
の中等・高等教育の収益率の上昇は、自然対数値の分散で示した賃金不平等の拡
大を伴ったのに対し、1997年以降の賃金不平等に大きな変化はなく、1997年以降
の中等教育の収益率の低下はそれによる賃金不平等の縮小はみられず、賃金不平
等には影響を与えていないことが分かった。第 2 に1986年から1991年（1989年を
除く）において農業部門就業が製造業部門就業よりも賃金を上昇させる効果があ
ったことを示した。もし農業部門就業が低賃金層に限られているならば、このこ
とは賃金不平等を縮小させることが予想され、1987年から1994年にかけての賃金
不平等の縮小と時期的には一致するが、実際には農業部門就業が低賃金層に限ら
れていることはなく、また賃金不平等全体に与える影響は大きなものではなかっ
た38のでその要因であると特定することはできない。第 3 に上位の社会的出自に
あることの代理変数として用いた資産所得が最上位 5 ％の世帯に属することが、
教育や就業部門をコントロールしてもそれ以外の世帯に属することに比べ賃金を
上昇させる効果があることを示した。しかしこれは賃金不平等の動向と傾向が一
致せず、賃金不平等全体に与える影響も大きなものではなかった39。

本稿は賃金関数を長期間分析することで、賃金不平等の要因を解明することを
試みた。その結果、必ずしも教育の収益率の上昇、低下の時期が賃金不平等の拡
大、縮小の時期に一致するわけではなく、産業の特性や労働者の先天的な特性な
どを含めても、賃金不平等の要因は十分に説明できないことが分かり、特に1987
年から1994年にかけての賃金不平等の縮小の要因を十分に説明することができな
かった。その理由としては、教育の与える影響が賃金階層ごとに異なる可能性が
考えられ、これに対処する方法としては本稿が用いたような mean regression で
はなく、quantile regression による分析が有効であると考えられる。また賃金不
平等の要因の考察においては開発戦略の変遷に伴う賃金の決定のメカニズムの変
化に関する制度的な考察が必要であるが、これは本稿では分析の対象とできなか
った。これらは今後の課題としたい。
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付記
本稿は文部科学省科学研究費補助金による研究成果の一部である。本稿の原型となった2007年10月

28日における第44回ラテンアメリカ政経学会全国大会での拙報告の作成にあたり、貴重なご教示をい
ただいた東洋大学准教授久松佳彰先生、日本学術振興会特別研究員（PD）松下幸敏さん、拙報告に
貴重なご批評をいただいた神戸大学教授浜口伸明先生、また本稿の作成にあたり、貴重なご教示をい
ただいた拓殖大学教授柳原透先生、東京大学大学院准教授倉田博史先生に心より感謝申し上げます。
また本稿の投稿にあたり、的確なご指摘をくださった匿名の 2 名の査読者の先生方、および多大な労
をとってくださった編集委員の先生方に心より感謝申し上げます。もちろんありうるべき誤りの責は
すべて筆者に帰するものである。

注記
1  「現実的な」（pragmatic）という用語は例えば Schurman（1996: 86）、Kay（2002: 473）による。
経済危機後（1983年以降）のピノチェ政権の政策転換、特に輸出振興策に関しては Meller（1995: 
29-34）、Schurman（1996: 95-98）に詳しい。
2  本稿では Schurman（1996）、（2001）などに従い主としてこれら 3 品目を非伝統農業輸出品とす
る。ここで水産業は主にサケなどの養殖業である。ただしこれらの先行研究では統計上の産業の分類
では農業と製造業（アグロインダストリー）の区別ができていないことは注記しておく。国際標準貿
易分類（SITC）で区分した輸出総額（ドル）に占める割合でみた場合、果物産業がやや先行してお
り、最初に上位10品目に登場するのは、生鮮ブドウ（0514）が1982年、魚（生鮮・冷凍）（0311）が
1987年である。CEPAL（1990: 124-125）.
3  1984年以降のチリの実質 GDP 成長率はアジア通貨危機の影響を受けた1999年を除いてすべてプ
ラスであり、1984-2003年の実質 GDP 成長率の平均は5.9%である。Meller（2005:10）より計算。
4  コンセルタシオンとは、Concertación de Partidos por la Democracia（民主主義のための政党連
合）の略称で、1990年 3 月の民政移管以降現在まで政権を担当している中道左派諸政党の連合のこと
である。
5  Enquesta de Ocupación y Desocupación en el Gran Santiago（＝以下この調査と表記、第 4 節で説
明）より筆者計算。以下第 1 節の統計データはすべて同じ出所。このデータは、チリ大学経済学部よ
り提供を受けた。
6  自然対数値の分散で見た場合、賃金が 0 のサンプルが脱落してしまうため、実際よりも不平等は
過小評価されてしまうことになる。
7  本稿では所得は賃金所得と資産所得からなるとし、以下で賃金と記した場合、賃金所得と同義な
ものであるとする。また資産所得は賃金所得以外のものとして定義した。なお賃金所得はこの調査の
質問表の ingresos del trabajo をそれに相当するものとみなし、これには自営業所得（ingresos por 
actividades independientes）が含まれていることに注意。賃金関数の推定において賃金所得に自営業
所得を含める正当性に関しては Milanovic（2006: 195）参照。
8  ただし Milanovic（2006）は経済発展が進んでも、教育の収益率が下がらない可能性も言及し、
その理論的根拠としてその国の比較優位がより技術集約的な財へと移行することで、熟練労働者への
需要が増加することを指摘し、マレーシアをその具体例としてあげている。
9  チリでは初等教育が 8 年、中等教育機関にあたる普通校（Media Científico-Humanista）と職業技
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術校（Media Técnico Profesional）が 4 年、下記注17にある通り、高等教育機関にあたる大学、IP
が 4 年、CFT が 2 年である。従って、ここで初等教育修了者とは、教育年数 8 年以上修了者（従っ
て中等、高等教育修了者も含まれる）のこと、中等教育修了者とは同12年以上修了者のこと、高等教
育修了者とは同16年以上修了者（高等教育機関には上記の通り、 4 年制のものと 2 年制のものが存在
するがここでは 2 年制の CFT の修了者は高等教育修了者に含めていない。）のことをそれぞれ意味
する。
10 コンセルタシオン政権は教育政策において「教育における質の向上と公正の確保」を最優先課題
として位置づけた。詳細は初等、中等教育に関しては、斉藤（2004a）、高等教育に関しては斉藤

（2004b）参照。
11 本稿で以下「農業部門」と記した場合、農業、林業、水産業の各部門を含んでいる。
12 宮川（1996:116）参照。構造学派の二重構造論に関しては宮川（1996）第 5 章に詳しい。
13 実証分析としては例えば、受田・久松（2001）においても農業部門就業は非農業部門就業に比べ
有意に賃金所得を減少させることを示している。
14 これに関しては Meller（1995: 36-40）、Schurman（2001: 17-19）に詳しい。例えば養殖業は養殖
の過程だけでなく、輸出においても高い技術が必要とされるきわめて高付加価値であると同時に多く
の後方連関を持った産業である。Agosin（1997: 28）参照。
15 Schurman（2001: 19）参照。ここで使われている国際標準産業分類（ISIC）で区分された INE

（Instituto Nacional de Estdísticas、チリ国家統計局）のデータを用いると、果物・野菜加工業
（3113）、木材加工業（331）、魚介類加工業（3114）の 3 産業において1980年と1988年では、魚介類加
工業を除いて、熟練労働者（empleados）の方が非熟練労働者（obreros）よりも雇用者数の増加率
が大きいのに対し、1988年と1995年では、木材加工業を除いて非熟練労働者の方が熟練労働者よりも
雇用者数の増加率が大きいことが確かめられる。INE（1980: 5-6）、Schurman（2001: 19）より計算。
ただし、これらは分類上農業ではなく、製造業であることは注記しておく。
16 ただし、Contreras（2002）では教育の収益率に関しては教育に関する情報自体が含まれていない
1959年、1963年、1964年を除いてすべての年を推定している。
17 Robbins（1994）自身は高等教育の収益率を計算しているわけではないが、その要因として、新
設の私立校の教育の質の低下を要因としてあげている。Robbins（1994: 68-70）. ピノチェ政権下の
1980年の教育改革に伴い、高等教育機関の多様化（それまでは大学（Universidad）が唯一の高等教
育機関であったが、その他に 4 年制の専門資格を授与する IP（Instituto Profesional、高等専門学校）、
2 年制の短期職業課程である CFT（Centro de Formación Técnica、技術教育センター）が創設され
た。）、および設置基準の大幅な緩和によって、新設の私立校を中心に質に欠けた多数の学校が乱造さ
れたことは、斉藤（2004b）によっても詳しく指摘されている。
18 Halvorsen and Pamquist（1980）.
19 sheepskin effect とは卒業による diploma を得ることによって、それが労働市場でのシグナリング
として働き、賃金が上昇すること。（Jaeger and Page（1996: 733）参照。）ここでは dumps、dumss、
dumhs の係数がそれぞれ初等、中等、高等教育の sheepskin effect を表している。
20 従って高等教育の修了に伴う非連続な賃金の上昇に関しては、 4 年制の大学、IP と 2 年制の
CFT の効果を区別することは困難であるため、前者に関してのみを推定し、CFT に関しては無視し
ており、その点で不完全なものとなっている。
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21 澤田（2003: 42-43）.
22 例えば Bulmer-Thomas（1994: 308-322）参照。ここでもラテンアメリカ諸国における所得不平等
の根本的な要因が土地の不平等な分配にあること、また土地所有者層の政治力の保持が指摘されてい
る。
23 以下の推定式ではパネルデータによる固定効果モデルや、操作変数法など、内生性に対処する手
法はとっていない。また賃金関数の推定において最も頻繁に指摘されると考えられる観察不可能な能
力と教育年数の相関の問題に関しても対処していない。ただし資産所得は教育年数には相関するが能
力とは相関していない可能性があり、その問題に対する操作変数として用いることができる可能性は
ある。
24 Contreras（2002: 63）の（ 7 ）式参照。
25 Contreras（2002）もサンプルセレクションバイアスが生じていることは認めたうえで、
Heckman タイプの推定法が下記の注26で述べるように（ 3 ）式の第 1 式、第 2 式の誤差項が正規分
布に従うというパラメトリックな仮定を必要とする、また第 2 式の説明変数を決めるための仮定が必
要とするという問題点を指摘し、OLS 推定を選んでいる。Contreras（2002: 63）参照。前者の点は
パラメトリックな手法を用いる限り不可避な問題であるが、後者の点に関しては第 2 式には含まれる
が第 1 式に含まれない説明変数として資産所得を用いていることは本文中に書いた通り理論的にも正
当化されうるし、また他の国を対象とした先行研究でも用いられている方法であるため（例えば
milanovic（2006: 204）参照。）、十分に正当化されうるものであると考える。
26 ここでは簡略化のため（3）式の第 1 式、第 2 式の説明変数を      、      とかく。こ
こで  、 は平均 0 、相関係数   の 2 変量正規分布に従う、即ち、

               であると仮定する。そうすると、

（ 4 ）式                    となることが導かれる。ここで右辺の第

2 項がサンプルセレクションバイアスを示しているので、サンプルセレクションバイアスが大きくな

るのは  が大きいか、     が小さい（即ち     の割合が大きい）場合であることが分かる。

なお以下では         と表記する。

27 （ 4 ）式より Heckman の 2 段階推定において推定するべき式は
（ 5 ）式

             であることが得られる。（ここで          ）その推定の具体
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的な手順は第 1 に全標本を用いて（ 3 ）式の第 2 式をプロビット推定し、それを用いて   の推定量
  を求め、第 2 に     であるサンプルのみを用いて、（ 3 ）式の第 1 式に  （表 1 では lambda
と表記）を説明変数に加え OLS 推定を行えばよい。この手順を含む Heckman の 2 段階推定の詳細
に関しては例えば伊佐（2007）を参照。
28 この調査のサンプル数は1970年から1979年までは2768世帯から3682世帯の間で毎年変動、1980年
以降は毎年3060世帯で一定、世帯構成員数にして 1 万2000人前後、そのうち労働力人口は4000人から
5000人程度である。なお調査は1960年以降 3 月、 6 月、 9 月、12月の年 4 回行われているが、所得に
関する情報が含まれているのは 6 月（1980年以降は 3 月、 6 月）のみであるので、本稿では毎年 6 月
の調査のデータを用いた。
29 INE による2003年の調査ではチリ全体の人口が約1584万人で、 首都州は約639万人である。INE

（2004: 114）.
30 INE による2003年の調査ではチリ全体での同部門就業者比率は約13.6%であるのに対し、この調
査では1970年から2003年を通してほぼ 1 %程度に過ぎない。ibid: 115より筆者計算。
31 本稿では首都州の農業の状況に関しては十分分析することができなかった。ただ CORFO

（Corporación de Fomento de la Producción、チリ経済開発公社）のホームページなどからは首都州
にたしかに果物関連産業であるブドウ栽培とワイン醸造業が存在することは確かめられる。（http://
corfo.cl/ 2006年11月25日閲覧）
32 Kay（2002）は非伝統農業輸出が伸長する一方で、少ない土地保有面積や低い技術水準のために
輸出産業に参加できない多数の農家の存在を指摘している。これらの農家は土地を売却し季節的で一
時的な不安定な雇用に依存する賃金労働者になるか、あるいは一部の土地を売って賃金労働者となり
つつ国内消費向けの伝統的作物を生産する零細規模経営農家となり（（Kay（2002: 490-491））、これ
らが貧困層を形成していることが Kay を含む多くの先行研究によって指摘されている。INE（2004: 
63）からも特に第 9 州が伝統的作物の生産地域であることが確かめられ、首都州のみの農業部門就業
者はこれらの零細規模経営農家を含んでいない可能性が高いためチリ全体を代表するものとはいえな
いことになる。
33 従って、その意味でこの調査は所得（賃金、資産両方）を実際よりも過小評価していることにな
る。この問題は例えば、Marcel and Solimano（1994: 251）の中でも指摘されていることであるが、
本稿ではその問題点を認識した上で得られたデータを定義に従いそのまま用いるにとどめた。
34 例えばこの調査では就業状況に関して「仕事を探していない」（即ち非労働力人口に相当）という
回答項目があるため、サンプルを労働力人口に限定することが可能である。またこの調査の教育年数
は何年間学校に通ったかではなく、何年次まで合格したか（último aprobado）を質問しているため、
sheepskin effect の推定が可能である。
35 図に関してはページ数の制約上、Heckman の 2 段階推定の結果のみを示した。
36 ただし前述したように Milanovic（2006）は教育の普及（供給の増加）以上に熟練労働者への需
要が増加するために教育の収益率が下がらない可能性を指摘、また Psacharopoulos（1994）も実証
結果から高等教育の収益率に関しては上昇の傾向もあることを示している。従って、本稿が示したチ
リにおける中等教育の収益率の低下に関しても、本稿が第 1 節で想定したような教育の普及という供
給要因だけでなく、熟練労働者への需要の減少ないし停滞という需要要因を考える必要がある。もし
Milanovic（2006）の分析枠組みが正しいならば、コンセルタシオン政権期においても一次産品およ
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びその加工品を輸出の中心とする静態的な比較優位に従った政策が続けられているため、マレーシア
や台湾と違い、チリは比較優位が必ずしも技術集約的な財へと移行しておらず、特に中等教育レベル
労働者への相対的な需要が減少ないし停滞している可能性が考えられる。
37 この常識的な予想に反する結果に関しては、上位の社会的出自にあることの代理変数として想定
した top19、top20をコントロールしたことで、sheepskin effect が消えてしまった可能性がある。
38 Contreras（2002: 60-61）をもとに、各説明変数の被説明変数への寄与率を「各説明変数と被説明
変数の標本共分散」に「各説明変数の回帰係数の推定値」を掛けたものを「被説明変数の標本分散」
で割ったものとして定義する。実際求められた係数の推定値を代入すれば、農業部門就業の
Heckman の 2 段階推定における係数が有意で最も大きかった1991年においても寄与率は0.00613に過
ぎない。
39 同様に係数の推定値を代入すれば、資産所得が最上位 5 ％の世帯に属することの同推定における
係数が有意で最も大きかった1985年においても寄与率は0.00799に過ぎない。
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